
  総  ‐  １   

令和６年６月１０日 

教 育 委 員 会 資 料 

 

 

 

意見の聴取について（臨時代理） 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条に基づく意見の聴取について、東京

都板橋区教育委員会の権限委任に関する規則第３条第１項の規定により、教育長が臨時に

代理処理し、区長原案に同意したことを報告する。 

  

 

記 

 

 

１ 臨時代理の件名 

  意見の聴取について 

 

２ 内容 

  別紙のとおり 

 

３ 決定日 

  令和６年５月２８日 

 

 



６板教総第５０８号 

令和６年５月２８日 

 

板橋区長 

  坂 本  健  様 

 

板橋区教育委員会 

教育長 中 川 修 一 

     （公印省略） 

 

意見の聴取について（回答） 

 

 令和６年５月２４日付６板総総第１７５号により意見聴取のあった下記案件

については、区長原案に同意します。 

 

記 

 

１ 令和６年度東京都板橋区一般会計補正予算（第２号） 

２ 東京都板橋区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 

３ 東京都板橋区個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する条例の一部を

改正する条例 



６板総総第１７５号 

令和６年５月２４日 

板橋区教育委員会 

 教育長 中川 修一 様 

板 橋 区 長 

坂 本  健 

（公印省略） 

 

意見の聴取について 

 

 令和６年第２回東京都板橋区議会定例会に提出する下記案件について、地方

教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づき、貴委員会の意

見を求めます。 

記 

 

１ 令和６年度東京都板橋区一般会計補正予算（第２号） 

２ 東京都板橋区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 

３ 東京都板橋区個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する条例の一部を

改正する条例 











































































- 11 - 

 

議案第４６号 

    東京都板橋区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業   

の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

   令和６年６月６日 

提出者 東京都板橋区長 坂 本  健 

 

    東京都板橋区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業   

の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

東京都板橋区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例（平成２６年板橋区条例第２７号）の一部を次の

ように改正する。 

第１５条第１項第２号中「同条第１１項」を「同条第１０項」に改め

る。 

第２３条の見出し中「掲示」を「掲示等」に改め、同条中「掲示しな

ければ」を「掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆

送信（公衆によって直接受信されることを目的として公衆からの求めに

応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するもの

を除く。）により公衆の閲覧に供しなければ」に改める。 

第３５条第３項中「同条第１号又は第２号」を「同号又は同条第２号」 

に改め、「、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員

の総数」とあるのは「同条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に

係る利用定員の総数」と」を削る。 

第３６条第３項中「第６条第２項中」の次に「「特定教育・保育施設

（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあ

るのは「特定教育・保育施設（特別利用教育を提供している施設に限る。

以下この項において同じ。）」と、」を、「第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」と」の次に「、「同号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員」とあるのは「同条
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第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員」と」を加え

る。 

第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他

これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができ

る物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に

改める。 

   付 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２３条の改正規定は、

令和７年４月１日から施行する。 

 

（提案理由） 

 内閣府令の改正に伴い、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業   

の運営に関する基準を改める必要がある。 
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東京都板橋区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 新旧対照表 

 

新 旧 

○東京都板橋区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例 

○東京都板橋区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例 

平成26年10月23日東京都板橋区条例第27号 平成26年10月23日東京都板橋区条例第27号 

第１条～第14条 略 第１条～第14条 略 

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針） 

第15条 同右 第15条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応じて、そ

れぞれ当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心身の状況

等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければならない。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 認定こども園（認定こども園法第３条第１項又は第３項の認定を受

けた施設及び同条第10項の規定による公示がされたものに限る。） 次

号及び第４号に定める事項 

(２) 認定こども園（認定こども園法第３条第１項又は第３項の認定を受

けた施設及び同条第11項の規定による公示がされたものに限る。） 次

号及び第４号に定める事項 

(３)・(４) 略 (３)・(４) 略 

２ 略 ２ 略 

第16条～第22条 略 第16条～第22条 略 

（掲示等） （掲示 ） 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所に、

運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者の特

定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項を掲示するととも

に、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信さ

れることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをい

い、放送又は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供し

なければならない。 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所に、

運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者の特

定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければ  

                                  

                                  

                                  

    ならない。 

第24条～第34条 略 第24条～第34条 略 

（特別利用保育の基準） （特別利用保育の基準） 

第35条 略 第35条 略 
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２ 略 ２ 略 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用保育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費には特例施設

型給付費（法第28条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項におい

て同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及び第７条

第２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項中

「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項にお

いて同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供し

ている施設に限る。以下この項において同じ。）」と、「同号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同

号又は同条第２号  に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」と                           

                                   

            、第13条第２項中「法第27条第３項第１号に掲

げる額」とあるのは「法第28条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を

受ける者を除く。）」と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。）」

とする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用保育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費には特例施設

型給付費（法第28条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項におい

て同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及び第７条

第２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項中

「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項にお

いて同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供し

ている施設に限る。以下この項において同じ。）」と、「同号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同

条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数」とあるのは「同条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員の総数」と、第13条第２項中「法第27条第３項第１号に掲

げる額」とあるのは「法第28条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を

受ける者を除く。）」と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。）」

とする。 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第36条 略 第36条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費には特例施設

型給付費を、それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及び第７条第

２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項中「特

定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項において

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費には特例施設

型給付費を、それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及び第７条第

２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項中  
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同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用教育を提供してい

る施設に限る。以下この項において同じ。）」と、「利用の申込みに係る

法第19条第１号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込み

に係る法第19条第２号に掲げる小学校就学前子ども」と、「同号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同

条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員」とあるのは「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員」と、第13条第２項中「法第27条第３項第１号に掲げる額」とあ

るのは「法第28条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中「教育・保育給付認定子ども」

とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」

と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育

給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

                                  

                       「利用の申込みに係る

法第19条第１号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込み

に係る法第19条第２号に掲げる小学校就学前子ども」と、「同号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同

条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」と                          

                                  

      、第13条第２項中「法第27条第３項第１号に掲げる額」とあ

るのは「法第28条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第４項第３号イ(ア)中「教育・保育給付認定子ども」

とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」

と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育

給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

第37条～第52条 略 第37条～第52条 略 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第53条 略 第53条 略 

２ 同右 ２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出

については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当

該書面等の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところにより、利用申

込者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条において「記

載事項」という。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設等の使用に

係る電子計算機と、利用申込者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線

で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。）を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの

（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することがで

きる。この場合において、当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交

付し、又は提出したものとみなす。 
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(１) 略 (１) 略 

(２) 電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）      

                       をもって調製するフ

ァイルに記載事項を記録したものを交付する方法 

(２) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するフ

ァイルに記載事項を記録したものを交付する方法 

３～６ 略 ３～６ 略 

 



東京都板橋区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例改正概要 

 

 

 

１ 改正理由 
  特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子
育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）
が改正されたことに伴い、これに準拠して定める標記条例の規定を改
める必要がある。 

 

２ 改正概要 

⑴ 施設の重要事項の書面掲示の義務付けを見直し、書面掲示に加え、
インターネットを利用して公衆の閲覧に供しなければならないこ
ととする（第２３条関係）。 

⑵ 電磁的記録媒体について文言の適正化を図る（第５３条関係）。 
⑶  所要の規定整備 

 

３ 施行期日 

⑴ ２⑵及び⑶の改正 公布の日 

⑵ ２⑴の改正    令和７年４月１日 
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議案第５１号 

    東京都板橋区個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する 

条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

   令和６年６月６日 

提出者 東京都板橋区長 坂 本  健 

 

    東京都板橋区個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する 

条例の一部を改正する条例 

東京都板橋区個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する条例（平成

２７年板橋区条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

別表第２の１６の項中「行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律別表第一の主務省令で定める事務を定める

命令（平成２６年内閣府・総務省令第５号。以下「番号法別表第１主務

省令」を「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律別表の主務省令で定める事務を定める命令（平成２６年内

閣府・総務省令第５号。以下「番号法別表主務省令」に改め、同表１７

の項から１８の２の項までの規定中「番号法別表第１主務省令」を「番

号法別表主務省令」に改め、同表２０の項中「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の主務省令で

定める事務及び情報を定める命令（平成２６年内閣府・総務省令第７号。

以下「番号法別表第２主務省令」という。）第１３条」を「行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第十九条

第八号に基づく利用特定個人情報の提供に関する命令（令和６年デジタ

ル庁・総務省令第９号。以下「利用特定個人情報主務省令」という。） 

第３０条」に改め、同表２１の項中「番号法別表第２主務省令第５５条」

を「利用特定個人情報主務省令第１４６条」に改め、同表２２の項中「 

番号法別表第２主務省令第３２条及び第３３条」を「利用特定個人情報

主務省令第８８条及び第８９条」に改め、同表２２の２の項中「番号法
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別表第２主務省令第３８条」を「利用特定個人情報主務省令第９４条」

に改め、同表２２の３の項中「番号法別表第２主務省令第１９条」を「

利用特定個人情報主務省令第４４条」に改め、同表２３の項中「番号法

別表第２主務省令第３１条」を「利用特定個人情報主務省令第８３条」

に改め、同表２４の項中「番号法別表第２主務省令第３７条」を「利用

特定個人情報主務省令第９３条」に改め、同表２５の項中「番号法別表

第２主務省令第４０条」を「利用特定個人情報主務省令第１０８条」に 

改め、同表２６の項中「番号法別表第２主務省令第２２条及び第２８条」

を「利用特定個人情報主務省令第５５条及び第７８条」に改める。 

別表第３の２の項事務の欄中「番号法別表第２主務省令第１９条」を

「利用特定個人情報主務省令第４４条」に改め、同項特定個人情報の欄

中「番号法別表第２主務省令第１９条第１号」を「利用特定個人情報主

務省令第４４条第１号」に改め、同表３の項中「番号法別表第２主務省

令第２４条」を「利用特定個人情報主務省令第６５条」に改め、同表４

の項中「番号法別表第２主務省令第４４条第１号」を「利用特定個人情

報主務省令第１２７条第１号」に改める。 

  付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

（提案理由） 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律の改正による関係省令の改正等に伴い、所要の規定整備をする必要

がある。 
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東京都板橋区個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する条例 新旧対照表 

 

新 旧 

○東京都板橋区個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する条例 ○東京都板橋区個人番号及び特定個人情報の取扱いに関する条例 

平成27年12月25日東京都板橋区条例第56号 平成27年12月25日東京都板橋区条例第56号 

第１条～第６条 略 第１条～第６条 略 

別表第１ 略 別表第１ 略 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

 実施機関 事務 特定個人情報   実施機関 事務 特定個人情報  

 １～15 略   １～15 略  

 16 区長 行政手続における特定の

個人を識別するための番

号の利用等に関する法律

別表  の主務省令で定

める事務を定める命令

（平成26年内閣府・総務

省令第５号。以下「番号

法別表  主務省令」と

いう。）第16条に掲げる

地方税の賦課徴収に関す

る事務であって区規則で

定めるもの 

医療保険給付関係情報又は

介護保険給付等関係情報で

あって区規則で定めるもの 

  16 区長 行政手続における特定の

個人を識別するための番

号の利用等に関する法律

別表第一の主務省令で定

める事務を定める命令

（平成26年内閣府・総務

省令第５号。以下「番号

法別表第１主務省令」と

いう。）第16条に掲げる

地方税の賦課徴収に関す

る事務であって区規則で

定めるもの 

医療保険給付関係情報又は

介護保険給付等関係情報で

あって区規則で定めるもの 

 

 17 区長 番号法別表  主務省令

第46条に掲げる高齢者の

医療に関する事務であっ

て区規則で定めるもの 

障がい者関係情報又は生活

保護関係情報であって区規

則で定めるもの 

  17 区長 番号法別表第１主務省令

第46条に掲げる高齢者の

医療に関する事務であっ

て区規則で定めるもの 

障がい者関係情報又は生活

保護関係情報であって区規

則で定めるもの 

 

 18 区長 番号法別表  主務省令

第40条第１号に掲げる母

子保健に関する事務であ

地方税関係情報、生活保護

関係情報又は中国残留邦人

等支援給付等関係情報であ

  18 区長 番号法別表第１主務省令

第40条第１号に掲げる母

子保健に関する事務であ

地方税関係情報、生活保護

関係情報又は中国残留邦人

等支援給付等関係情報であ
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って区規則で定めるもの って区規則で定めるもの って区規則で定めるもの って区規則で定めるもの 

 18の２ 区長 番号法別表  主務省令

第24条第７号に掲げる保

健事業に関する事務であ

って区規則で定めるもの 

介護保険給付等関係情報で

あって区規則で定めるもの 

  18の２ 区長 番号法別表第１主務省令

第24条第７号に掲げる保

健事業に関する事務であ

って区規則で定めるもの 

介護保険給付等関係情報で

あって区規則で定めるもの 

 

 19 略   19 略  

 20 区長 行政手続における特定の

個人を識別するための番

号の利用等に関する法律

第十九条第八号に基づく

利用特定個人情報の提供

に関する命令（令和６ 

年デジタル庁・総務省令 

第９号。以下「利用特定 

個人情報主務省令」とい

う。）第30条      

に掲げる予防接種に関す

る事務であって区規則で

定めるもの 

障がい者関係情報、生活保

護関係情報又は中国残留邦

人等支援給付等関係情報で

あって区規則で定めるもの 

  20 区長 行政手続における特定の

個人を識別するための番

号の利用等に関する法律

別表第二の主務省令で定

める事務及び情報を定め

る命令（平成26年内閣

府・総務省令第７号。以

下「番号法別表第２主務

省令」という。）第13条 

           

に掲げる予防接種に関す

る事務であって区規則で

定めるもの 

障がい者関係情報、生活保

護関係情報又は中国残留邦

人等支援給付等関係情報で

あって区規則で定めるもの 

 

 21 区長 利用特定個人情報主務省

令第146条に掲げる障害

者の自立支援に関する事

務であって区規則で定め

るもの 

医療保険給付関係情報であ

って区規則で定めるもの 

  21 区長 番号法別表第２主務省令

第55条  に掲げる障害

者の自立支援に関する事

務であって区規則で定め

るもの 

医療保険給付関係情報であ

って区規則で定めるもの 

 

 22 区長 利用特定個人情報主務省

令第88条及び第89条に掲

げる老人福祉に関する事

務であって区規則で定め

地方税関係情報又は介護保

険給付等関係情報であって

区規則で定めるもの 

  22 区長 番号法別表第２主務省令

第32条及び第33条 に掲

げる老人福祉に関する事

務であって区規則で定め

地方税関係情報又は介護保

険給付等関係情報であって

区規則で定めるもの 

 



3 

新 旧 

るもの るもの 

 22の２ 区長 利用特定個人情報主務省

令第94条に掲げる特別障

害者手当等に関する事務

であって区規則で定める

もの 

医療保険給付関係情報又は

介護保険給付等関係情報で

あって区規則で定めるもの 

  22の２ 区長 番号法別表第２主務省令

第38条 に掲げる特別障

害者手当等に関する事務

であって区規則で定める

もの 

医療保険給付関係情報又は

介護保険給付等関係情報で

あって区規則で定めるもの 

 

 22の３ 区長 利用特定個人情報主務省

令第44条に掲げる生活保

護に関する事務であって

区規則で定めるもの 

介護保険給付等関係情報、

難病患者医療関係情報又は

障がい者関係情報であって

区規則で定めるもの 

  22の３ 区長 番号法別表第２主務省令

第19条 に掲げる生活保

護に関する事務であって

区規則で定めるもの 

介護保険給付等関係情報、

難病患者医療関係情報又は

障がい者関係情報であって

区規則で定めるもの 

 

 23 区長 利用特定個人情報主務省

令第83条に掲げる児童扶

養手当に関する事務であ

って区規則で定めるもの 

生活保護関係情報であって

区規則で定めるもの 

  23 区長 番号法別表第２主務省令

第31条 に掲げる児童扶

養手当に関する事務であ

って区規則で定めるもの 

生活保護関係情報であって

区規則で定めるもの 

 

 24 区長 利用特定個人情報主務省

令第93条に掲げる特別児

童扶養手当に関する事務

であって区規則で定める

もの 

障がい者関係情報又は生活

保護関係情報であって区規

則で定めるもの 

  24 区長 番号法別表第２主務省令

第37条 に掲げる特別児

童扶養手当に関する事務

であって区規則で定める

もの 

障がい者関係情報又は生活

保護関係情報であって区規

則で定めるもの 

 

 25 区長 利用特定個人情報主務省

令第108条に掲げる児童

手当に関する事務であっ

て区規則で定めるもの 

医療保険給付関係情報であ

って区規則で定めるもの 

  25 区長 番号法別表第２主務省令

第40条  に掲げる児童

手当に関する事務であっ

て区規則で定めるもの 

医療保険給付関係情報であ

って区規則で定めるもの 

 

 26 区長 利用特定個人情報主務省

令第55条及び第78条に掲

げる公営住宅及び改良住

宅に関する事務であって

区規則で定めるもの 

地方税関係情報又は中国残

留邦人等支援給付等関係情

報であって区規則で定める

もの 

  26 区長 番号法別表第２主務省令

第22条及び第28条 に掲

げる公営住宅及び改良住

宅に関する事務であって

区規則で定めるもの 

地方税関係情報又は中国残

留邦人等支援給付等関係情

報であって区規則で定める

もの 
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 27 略   27 略  

別表第３（第９条関係） 別表第３（第９条関係） 

 実施機関 事務 実施機関 特定個人情報   実施機関 事務 実施機関 特定個人情報  

 １ 略   １ 略  

 ２ 区長 利用特定個人情報

主務省令第44条に

掲げる生活保護に

関する事務及び生

活に困窮する外国

人に対する生活保

護の措置に関する

事務であって区規

則で定めるもの 

教育委員会 利用特定個人情報

主務省令第44条第

１号に掲げる学校

保健安全法（昭和

33年法律第56号）

による援助の実施

に関する情報 

  ２ 区長 番号法別表第２主

務省令第19条 に

掲げる生活保護に

関する事務及び生

活に困窮する外国

人に対する生活保

護の措置に関する

事務であって区規

則で定めるもの 

教育委員会 番号法別表第２主

務省令第19条第１

号 に掲げる学校

保健安全法（昭和

33年法律第56号）

による援助の実施

に関する情報 

 

 ３ 教育委員

会 

利用特定個人情報

主務省令第65条に

規定する学校保健

安全法に関する事

務 

区長 住民票関係情報、

地方税関係情報又

は生活保護関係情

報であって区規則

で定めるもの 

  ３ 教育委員

会 

番号法別表第２主

務省令第24条 に

規定する学校保健

安全法に関する事

務 

区長 住民票関係情報、

地方税関係情報又

は生活保護関係情

報であって区規則

で定めるもの 

 

 ４ 区長 利用特定個人情報

主務省令第127条

第１号に掲げる中

国残留邦人等支援

給付等の支給に関

する事務 

教育委員会 利用特定個人情報

主務省令第127条

第１号に掲げる学

校保健安全法によ

る援助の実施に関

する情報 

   ４ 区長 番号法別表第２主

務省令第44条第１

号  に掲げる中

国残留邦人等支援

給付等の支給に関

する事務 

教育委員会 番号法別表第２主

務省令第44条第１

号  に掲げる学

校保健安全法によ

る援助の実施に関

する情報 

 

  

 


